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(57)【要約】
【課題】機械的強度および耐水性にも優れており、また
様々な用途に適用可能で竹材および杉材の廃材の再利用
を促進することができる竹粉および杉粉を混入した成形
体の製造方法を提供する。
【解決手段】竹材を蒸煮処理した後、乾燥・粉砕処理し
、更に分級して得られた竹粉と、杉材を粉砕処理し、更
に分級して得られた杉粉を混合して成形用粉末材料とし
、この成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加圧し
て成形体とする。前記蒸煮処理を、１５０℃以下の温度
で行うことが好ましい。また、成形用粉末材料の竹粉と
杉粉の混合比率を、質量比で１：３～３：１の割合とし
、かつ含水率を３％以下とすることが好ましい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　竹材を蒸煮処理した後、乾燥・粉砕処理し、更に分級して得られた竹粉と、
　杉材を粉砕処理し、更に分級して得られた杉粉を混合して成形用粉末材料とし、
　この成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加圧して成形体とすることを特徴とする
竹材および杉材を原料とした成形体の製造方法。
【請求項２】
　蒸煮処理を、１５０℃以下の低い温度で行う請求項１に記載の竹材および杉材を原料と
した成形体の製造方法。
【請求項３】
　成形用粉末材料の竹粉と杉粉の混合比率を、質量比で１：３～３：１の割合とし、かつ
含水率を３％以下とする請求項１または２に記載の竹材および杉材を原料とした成形体の
製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　竹材および杉材を原料とした成形体の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、資源の有効利用、自然や人体に悪影響を与える化学物質の使用の低減、有害
物質の廃棄やＣＯ２排出の低減などを目的として、植物資源由来のリグノセルロース含有
材料を利用する試みがなされている。前記リグノセルロースは、植物の茎葉などの主成分
であって、セルロース、ヘミセルロース、リグニンおよびその他の微量成分から構成され
ており、木材や草やもみ殻など多くの植物資源がリグノセルロースを含み、これらを総称
してリグノセルロース含有材料と言っている。
【０００３】
　従来は、家屋や家具等の解体廃材、古紙、刈り草や刈り枝などのリグノセルロース含有
材料を、ファイバー状あるいはチップ状にしたうえ熱硬化性接着剤をバインダーとして、
各種ボードやパネル等の成形体の形で再利用する試みがなされている。しかしながら、破
砕・乾燥等の加工コストがかかるという点や用途が限られているという点から、依然とし
て廃棄・焼却処分されている場合が多かった。
【０００４】
　そこで本件出願人は、特許文献１に示されるようにコルク粉末を添加したリグノセルロ
ース系可塑性材料や、特許文献２に示されるようにセルロース、ヘミセルロース、リグニ
ン等のリグノセルロースを含む竹材を原料とした竹繊維成形体の製造方法を開発し、先に
特許出願している。しかしながら、実用的使用のためには、更に機械的強度や耐水性の向
上、酸劣化の防止などを図る必要があるという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４５０４７５４号公報
【特許文献２】特開２００７－２８３６６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は上記のような従来の問題点を解決して、機械的強度および耐水性にも優れてお
り、また酸劣化の防止も図られており様々な用途に適用可能で竹材および杉材の廃材の再
利用を促進することができる竹粉および杉粉を混入した成形体の製造方法を提供すること
を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　上記課題を解決するためになされた本発明の竹粉および杉粉を混入した成形体の製造方
法は、竹材を蒸煮処理した後、乾燥・粉砕処理し、更に分級して得られた竹粉と、
　杉材を粉砕処理し、更に分級して得られた杉粉を混合して成形用粉末材料とし、
　この成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加圧して成形体とすることを特徴とする
ものである。
【０００８】
　その他の好ましい実施形態によれば、前記蒸煮処理を、１５０℃以下の低い温度で行う
ことが好ましい。
【０００９】
　また、その他の好ましい実施形態によれば、前記成形用粉末材料の竹粉と杉粉の混合比
率を、質量比で１：３～３：１の割合とし、かつ含水率を３％以下とすることが好ましい
。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の竹粉および杉粉を混入した成形体の製造方法では、竹材を蒸煮処理した後、乾
燥・粉砕処理し、更に分級して得られた竹粉と、杉材を粉砕処理し、更に分級して得られ
た杉粉を混合して成形用粉末材料とし、この成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加
圧して成形体とするので、竹材および杉材の廃材の有効利用を図ることができ、また機械
的強度および耐水性にも優れており、またまた酸劣化の防止も図られている製品を製造す
ることができる。
【００１１】
　また、蒸煮処理を１５０℃以下の低い温度で行うようにする場合は、一般的な蒸煮処理
（約２００℃で処理）に比べて低温であるため、加水分解が抑えられて、より大きな機械
的強度を得ることができ、また、製品自身の酸劣化や腐食を防止することができる。更に
は、従来は高圧に耐えるボイラが必要であったが（約１６気圧以上）、低圧ボイラで対応
することが可能となる（約５気圧以下）。
【００１２】
　また、成形用粉末材料の竹粉と杉粉の混合比率を、質量比で１：３～３：１の割合とす
る場合は、機械的強度および耐水性にも優れた製品を製造することができる。また、含水
率を３％以下とする場合は、優れた機械的強度を発揮することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施の形態を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態を示す。
　図１は、本発明に係る成形体の製造方法の一例を示すフローチャートである。本発明で
は、竹粉と杉粉を混合して得られた成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加圧して成
形体とする点に特徴的構成を有している。
 以下、各工程について説明する。
【００１５】
　前記竹粉は、竹材を蒸煮処理した後、乾燥・粉砕処理し、更に分級して得られる。
　前記蒸煮処理は、飽和水蒸気あるいは飽和水蒸気下で加熱することにより行われる。具
体的には、耐圧容器内で高圧下において飽和水蒸気に竹材料を曝すことによって行う。こ
れにより、リグノセルロースが加水分解されて低分子化した状態となり、後述するように
加熱・加圧した場合に熱流動してプラスチックのような流動性および成形性を得ることと
なる。
【００１６】
　処理温度は、一般的には１６０～２５０℃の範囲で行うのに対して、本発明では１１０
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～１５０℃の比較的低い温度範囲で行う。これは、本発明者が研究した結果、従来のよう
に高い温度で蒸煮処理すると、加水分解が進んで有機酸の生成により酸性となって竹材料
自身が酸劣化するおそれがあり、また機器の腐食が懸念されることを解明したことに基づ
く。この結果、本発明の蒸煮処理では加水分解が抑えられて、より大きな機械的強度を得
ることができ、また製品自身の酸劣化や機器の腐食を軽減することができる。更に、高圧
用のボイラ（約１６気圧以上）が必要になるという欠点があるのに対し、１５０℃以下で
あれば、低圧ボイラ（約５気圧以下）で対応が可能となるという利点もある。
【００１７】
  蒸煮処理を終了させるには、徐々に圧力を下げることもできるし、一挙に開放して大気
圧まで下げることもできる。大気圧まで一挙に開放する場合は、竹材内部の水分が蒸気化
されることで材料内部において爆発が生じ、竹材料の組織が破壊されることとなり、この
結果、自動的に細分化されて繊維状や粉末状等に粉砕処理することができることとなり好
ましい。
【００１８】
　このように蒸煮処理を施した竹材は、ヘミセルロースとリグニンが加水分解されて低分
子化した状態で材料内に保持され、あるいは材料表面に浸出した状態となっている。そし
て、ヘミセルロースの分解成分は自己接着性に寄与し、リグニンの分解成分は流動性に寄
与することで、加熱・加圧した場合に熱流動してプラスチックのような流動性および成形
性を発揮することとなる。なお、セルロースは蒸煮処理によっても加水分解されることな
く、成分を維持したまま構造物質として寄与することとなる。
【００１９】
　次に、蒸煮処理後は、竹材を乾燥・粉砕する。
  乾燥処理するのは、水分が多量にあると、加熱・加圧成形して熱流動させる場合に水分
が気化して、膨れや割れなどの成形不良を引き起こしたり、成形品の機械的強度が低下す
るからである。乾燥手段としては、高温下での乾燥や常温下での送風等による乾燥等いず
れであってもよい。
【００２０】
　粉砕処理するのは、後の成形工程において、加熱・加圧した場合に均一かつ効率的に熱
流動を起こさせるためである。粒子形状は薄片状、球状、繊維状、不定形状等いずれでも
よい。また、粉砕には一般的なボールミルやミキサー等を利用することができる。
【００２１】
　次に、得られた粉砕物を分級する。
　分級は、比較的に長いセルロース繊維と、長さの短い柔細胞などのその他の物質とを分
離する工程である。セルロース繊維は成形体中において繊維同士が絡まって補強材として
機能するが、長すぎると流動性を阻害して成形性を低下させる要因となる。本発明者が研
究した結果、３２メッシュの篩で分級して、篩を通過したものだけを竹材料として使用し
、柔細胞比率を高めると流動性に問題がなく機械的強度にも優れた成形体を得られること
が確認できた。勿論、用途に応じて篩の細かさを換えることや、２個の篩（３２メッシュ
と６０メッシュの篩）を用いて一定範囲内の長さに分級することもできる。
　なお、篩を通過せずに集めた長いセルロース繊維は、例えばナノファイバーの原料等と
して別途使用に供することができる。
【００２２】
　一方、前記杉粉は、杉材を粉砕処理し、更に分級して得られる。
杉材は、粉砕処理と分級を行えば所望の杉粉を得ることができる。粉砕処理と分級処理は
、前述した竹材と同様にして行うことができる。
【００２３】
　以上のようにして得られた竹粉と杉粉を混合して成形用粉末材料とする。
　成形用粉末材料の竹粉と杉粉の混合比率は、質量比で１：３～３：１の割合とすること
が好ましい。竹粉の混合比率がこれより多いと、成形性が低下するおそれがあり、一方、
これより少ないと、十分な機械的強度が得られないおそれがあるからである。
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　また、成形用粉末材料の含水率（[成形用粉末材料に含まれている水分の重量／成形用
粉末材料の乾燥状態の重量]×１００[％]で表される数値）を３％以下とすることが好ま
しい。３％を超えて水分が存在すると、本材料を加熱して流動化させる際、水分が気化し
て、膨れや割れなどの成形不良を引き起こしたり、成形品の機械的強度が低下するからで
ある。なお、含水率は材料に対して外部から水分を付与することによっても調整すること
ができる。
【００２４】
　次に成形工程では、前記成形用粉末材料を成形型内で加熱しながら加圧して成形体とす
る。
　加熱しながら加圧するための手段としては、例えば、一般的に使用されている合成樹脂
を成形するための成形機などを使用することができる。具体的には、圧縮成形機、押出成
形機、射出成形機、トランスファー成形機などを使用することができる。本発明では、圧
縮成形機やトランスファー成形機を使用することが好ましい。これらの成形機を使用する
ことによって、成形用粉末材料を加熱しながら加圧するのと同時に可塑化して、所定の形
状に成形することができる。ただし、１５０℃以下の蒸煮材料は、蒸煮時の分解が少ない
分、成形時の熱履歴でガスが多く発生する傾向があるため、成形時は十分な脱気や冷却を
することが好ましい。
【００２５】
　成形用粉末材料を加熱しながら加圧する際の温度条件は、好ましくは８０℃以上２２０
℃以下であり、より好ましくは１００℃以上２００℃以下である。加圧条件は、好ましく
は１０ＭＰａ以上８０ＭＰａ以下であり、より好ましくは２５ＭＰａ以上６０ＭＰａ以下
である。つまり、予め蒸煮処理した竹繊維と杉繊維をこの範囲まで加熱しながら加圧する
ことによって、竹繊維と杉繊維を可塑化および流動化させるとともに形状を付与すること
ができる。このようにして得られた竹材および杉材を原料とした成形体は、表面が平滑な
プラスチック様の成形体となる。
【００２６】
　本発明によれば、竹繊維が細分化されていることにより成形性が良好であり、複雑な形
状を含め、いろいろな形状の成形品を作製することができる。例えば、カップ、皿などの
日用品やスタンプなどの文房具を作ることが可能である。また、ボードやパネルなどの建
築資材を作ることが可能である。さらに、曲げ強さや耐衝撃性など、ある程度の機械的強
度が要求される部品を作ることも可能である。例えば、自動車部品、家電器機用の部品、
ＯＡ機器用など、各種製品の部品を作ることが可能であり、歯車やカムなどの機械要素を
作ることも可能である。
【実施例】
【００２７】
　竹材を、１４５℃で１時間蒸煮処理した後、乾燥・粉砕処理し、更に３２メッシュの篩
で分級して竹粉を得た。一方、杉材を同様に粉砕処理し、更に分級して杉粉を得た。これ
らの竹粉と杉粉を質量比１：１の割合で混合して成形用粉末材料（含水率２．５％）とし
た。この成形用粉末材料を成形型内に充填後、加熱しながら加圧して１００×１００×４
（ｍｍ）の平板状成形体を製造した。成形条件は、型温度２００℃、圧力３０ＭＰａ、成
形時間２５分である。
【００２８】
　得られた成形体の３点曲げ試験、シャルピー衝撃試験、ｐＨ試験を行った。
　３点曲げ試験は、ＪＩＳ　Ｋ７１７１に基づき、幅１０ｍｍ、厚み４ｍｍ、支点間距離
６４ｍｍの試験片を対象に行った。破断応力５０ＭＰａ以上を〇、破断応力４０～５０Ｍ
Ｐａを△、破断応力４０ＭＰａ未満を×として評価した。
　シャルピー衝撃試験は、ＪＩＳ　Ｋ７１１１－１幅１０ｍｍ、厚み４ｍｍ、支点間距離
６０ｍｍの試験片を対象に行った。２．０以上を〇、１．５～２．０を△、１．５未満を
×として評価した。
　ｐＨ試験は、４．５００以上を〇、３．５００～４．５００を△、３．５００未満を×
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とした。
【００２９】
　得られた結果を[表１]の実施例に示す。３点曲げ試験、シャルピー衝撃試験、ｐＨ試験
の評価はいずれも〇で、総合評価は〇であった。
　一方、竹材を２００℃で１時間蒸煮処理して得た竹粉を混合した成形用粉末材料を用い
、その他は全て同じ条件とした場合に得られた成形体を比較例として、同様に３点曲げ試
験、シャルピー衝撃試験、ｐＨ試験の評価を行った結果は、[表１]の比較例に示すとおり
であり、総合評価は△であった。
【００３０】
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【図１】



(9) JP 2017-177621 A 2017.10.5

フロントページの続き

(72)発明者  堀部　孝之
            愛知県名古屋市西区天塚町４丁目６９番地　シヤチハタ株式会社内
(72)発明者  藤澤　泰士
            富山県富山市吉岡１１２４－１　富山県農林水産総合技術センター内
Ｆターム(参考) 2B260 AA03  AA12  BA02  BA05  BA07  BA18  CB01  EA05  EB02  EB21 
　　　　 　　  4F070 AA61  BA04  BB08  DA50  FA17  FB06  FC03 
　　　　 　　  4J002 AH00W AH00X GC00  GG01  GL01  GN00 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

